研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　　　南寿の里　　職　種　介護支援専門員　　　　氏　名 清水千秋

	期　　間　　平成　20　年　11　月　21　日　（計1日間）

	出張目的    平成20年度福祉サービス第三者評価者継続研修

	出 張 先    県民福祉プラザ

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


考察

今回の研修は、１８年度に登録した福祉サービス第三者評価調査員の継続研修でした。２年に１度の受講が必須となっている研修です。研修内容は、各種福祉サービスの制度改定に併せて、第三者評価の変更点や、視点について学びました。もともと定着しているとは言えない第三者評価事業でしたが、昨年度からスタートした「介護サービス情報の公表」が、更に浸透の妨げになっているようです。調査員として評価を行うには、どこかの機関に属することが必要になるのですが、私のように機関に属さず、調査に出向いた経験の無い参加者も多くいました。

介護サービス情報の公表は「マニュアルがあるか、規定があるか」のみが評価の基準になります。しかし、第三者評価は、「そのマニュアルがどのように活用されているのか、どのようなカラー・特色があるか」が評価の視点になります。その上で、改善できる事は何か一緒に考え、事業者への手助けをするのが調査員の役目ではないかと思います。それには、調査員の主観や偏見があってはいけませんし、専門的な知識も必要であると感じました。特に２３年度までに移行する自立支援法については、サービスの種類や組み合わせによって、様々な形態の事業所が誕生する事が予想されます。最低限の設置基準について把握し、混乱期にあるであろう事業所の思いを理解した上で調査に入らなければならないと思いました。特に事業を組み合わせて一つのパッケージにして提供する場合、一つ一つが小規模になるので、１事業所に調査を行うのは３０万円という費用を考慮しても困難であると思います。その為、一つの法人に対して調査に入れるよう評価項目を見直す必要があるのではないかと感じました。

今後も、激動の制度改定にある中で、評価の見直しや改善が必要になると思われる第三者評価事業ですが、調査員と事業所、利用者が一体となってより質の高いサービスを提供できるよう取り組んで行けたらと思います。

研修内容

Ⅰ.保育所保育指針改定について                 

改定のポイント

1 保育所の役割等の明確化

(現行)健康状態の観察、服装などの異常の有無についての検査、自由遊び及び昼寝
(改定)養護及び教育を一体的に行うことを特性とする。⇒背景：最近の子供、過保護と放置が極端

2 小学校との連携

平成２２年３月卒業児から実施。

子供の育ちを支える為の資料「保育所自動保育要録」の写しを、保育所から修学先の小学校へ送付。※保育所自動保育要録の様式は市町村毎に作成される。

3 保護者支援

保護者との関係構築と保護者の養育力の向上に資する支援の重要性

地域の人、場、機関などの資源の活用とそれらをつなげる支援

4 保育の質を高める仕組み

保育士などの自己評価と保育所の自己評価の実施。保育の着眼点を持つ、保育の過程を振り返ることの重要性。職員の共通認識・共通理解を図る。

　　⇒今後、外部評価のニーズが高まる可能性

Ⅱ.　障害者自立支援法と福祉サービス第三者評価

1. 福祉サービス第三者評価調査の目的

目的：個々の事業所が事業運営における問題点を把握し、サービスの質の向上に結びつけること。

　　　第三者評価結果が公表されることによって、利用者の適切なサービス選択に資するための情報提供。

2. 障害者自立支援法の目的と概要

<障害者自立支援法のポイント>

1 障害者施策の一元化

2 利用者の利便性向上（利用者本位のサービス体系に再編）

3 就労支援の抜本的強化

4 支給決定のプロセスの透明化、明確化

5 安定的な財源の確保

<施設体系・事業体系の見直し>

　「地域生活支援」「就労支援」など新たな課題へ対応する為、自立訓練や就労移行支援等の地域生活への移行に資する機能を強化。

　　サービス体系を再編し、効果的・効率的にサービスが提供できる体系の確立。

3. サービス事業をどう評価するのか

1 障害者・児施設旧法体系と障害者自立支援法とが混在している為、事業・施設の理念・目標・方針などの運営の方向性が混乱している（移行期の決断を含め）

⇒運営の方向性や何を大切にするか等に「気付き」を得られるような評価・調査が求められて

いる。

2 障害者自立支援法に基づく各事業の基準が設定されている

⇒あって当たり前の書類が、どんな内容か、どう活用されているのかを評価

3 社会、地域情勢と事業のすり合わせを行い、将来を見据えた展望と事業展開をしているか

⇒いかに地域に施設の力が還元されているか

4 事業展開と経営方針とが整合性を持って運営されているか

5 障害者・利用者主体のサービス（ハード面とソフト面）になっているか

4. 障害サービス事業の第三者評価調査における課題

1 各事業の規模が小さく、評価基準ガイドラインとの整合性を図りづらい

2 事業の基準や運営の基準を調査者が事前学習することが重要になる

3 自己評価、提出書類などをどう読み込み、調査者評価とのすり合わせを行うかは、知識、経験、考え方などの熟練を要する

Ⅲ.福祉サービス第三者評価～実践マニュアルからの留意点～

1. 自己評価について

1 事業者の特性に応じて、事故評価の実施方法やスケジュールなどを事業者と協議のうえ、決定する。※社協では、１時間程度時間をとって、自己評価の説明をしている。

2 自己評価の方法は、全職員個別に自己評価シートを記入して頂き、提出してもらう方法が一般的。※社協では、教育的要素も含む為、スタッフ間で話し合いながら記入してもらっている。

· 無記名にすると内容も無責任になる為、必ず記名してもらう。

· 施設長と職員の間で自己評価が違うのは当たり前。管理者に全てを返して一つにまとめてもらう。

2. 事前分析の実施

1 評価機関は評価調査者に利用者調査結果の読み込みを行わせ、施設の全体像や特徴、強み弱みを把握させ、訪問調査で質問・確認すべき事項を洗い出させる。

· 一人の悪い記入のみに左右されないよう注意する。あまり利用者視点になり過ぎない。中立公正。

2 介護サービスの情報公表制度の活用

介護サービス事業者については、情報公表制度を活用して、当該事業者の情報を入手し、事前分析に役立てることも有効な手段。

· インターネットで見ることができる。マニュアルがあるか、無いかしか見ないので、中身や活用方法については、外部評価時に見る必要がある。

3. 訪問調査の実施

1 具体的な改善提案や評価調査者の感想・考え方を安易に述べることは避ける必要がある。

事例：どうしてもトイレが臭かったら？

調査者「掃除はどうしていますか」と質問してみる。

事業所「朝、業者が清掃に入っています」と答えたとする。

調査者「トイレはどうしていますか」と質問してみる。

事業所「匂い気になりますよね。空気清浄機を付けたり、洗剤を変えてみたり、色々やっているんですけどもね・・・」

　

頑張っていること、改善点の共通理解ができるので、評価Ｃには出来ない。

これを聞かなかったら、ただ単に臭いという評価になってしまう。

2 不備を指摘することのみに傾注しないよう留意することが大切です。調査者は「改善をともに考えるもの」として、調査に臨むことが大切。

3 施設内を見学し、必要に応じて案内する職員へ質問を行う。

· 合間にトイレに行くとか、昼休みに外を回るなども良い。

4. 評価の決定　

1 改善に向けた提案やアドバイスをコメントする場合、決して指導的、批判的な表現にならないよう気をつける。断定的な表現をなるべく避けるほうが望ましい。

· 「～期待したい」など。

　　②専門用語や難解な表現は極力避け、誰が見ても分かりやすい記述を心がける。
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